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著者は現在,アリゾナ州プレスコット大学学長で

あるが,軍事 ･外交研究の諸分野で東南アジアに20

年以上にわたり関係,そのうちタイに5年間在住 し

た東南アジア専門家である｡

この東南アジアの経験をもととして,発展途上国

にたいする外国援助のケース ･スタデ ィにタイをと

りあげ,外国援助がはたして ｢新植民地主義｣かど

うかという課題に答えようとするのが本書である｡

この大きな問題を対象としているが,実はその題

目と問題と内容とには,ひじょうな違いがある｡い

うまでもな く,タイにたいする外国援助のなかで,

きわだって大きいのはアメリカの援助であるC とこ

ろが,これは本書では取 り扱われていない｡またか

りに,ここでいう internationalaidを狭 義に解

して,国際機関による援助に限定 しても,タイの経

済開発に最 も貢献 している世界銀行 (IBRD)につ

いても,ぜんぜん触れられていない｡ここでとりあ

げられている国際機関はユネスコだけである｡ しか

もユネスコはタイに対 していろいろな援助活動を行

なってきたが,そのうちで1951年から開始されたバ

ンコク南方の ChaCheongSaoにおける Educa-

tionalPilotProjectと1953年から進められた東北

タイのウドンにおかれたThailandUNESCOFun-

damentalEducation Center(TUFEC)の二つ

だけしかとりあげられていない｡

しかし,この ChaCheongSaoProjectと TU

FECの2ケースの研究としてほ, その背景から実

施状態,さらに成果に至るまで,きわめて綿密であ

り興味深い｡

本書は3部からなり,第 1部は二つのプロジェク

トの機構を説明し,第 2部ではこれにたいするタイ

側の反応をとりあげ,算3部では末端-のプロジェ

ク トの影響や浸透を検討している｡ もともと,Cha

CheongSaoProjectは教育方法の改善を, TUF

EC は communitydevelopmentを主目的とした

ため,その目的は異なっている｡ しかし,著者は両

プロジェクトとも成功をおさめなかったとする｡そ

の失敗原因として,派遣専門家がタイ語に不自由し,

タイの社会環境-の準備が不十分であったこと,辛

段や方法がタイのニー ドに合致 しなかったこと,国

運の態度や方法が旧植民地宗主国とあまり異ならな

かったことをはじめ,多 くの点を指摘する｡わたく

Lは,ほとんど全面的に著者の見解に同意する｡

しかし,本書で触れられていないが,ひじょうに

重要に思われる点は,約10年間ユネスコによって営

まれたこの両プロジェク トがタイ政府に引き渡され

たあと,まるで死んでしまったかのような状態にお

ちいっている事実である｡ しかも,この状況にたい

しタイ政府側はもちろん ユネスコ側も何 ら反省 し

ていないことである.プロジェクトが失敗であると

批評し,その原因を指摘することはやさしい｡だが,

いぜんとしてその施設が残っている以上は,これを

いかにして再生させるかが,重要なのではなかろう

か｡著者がこの点についてほとんど触れていないこ

とを残念に患う｡

とはいうものの本書は,ユネスコの二つのプロジ

ェクトのケース ･スタデ ィとして,す ぐれた研究で

ある｡発展途上国にたいする外国援助のひとつの側

面にかんする重要な文献となるであろう｡

(本間 武)

Shigeru lshikawa.Economic Develop-
mentinAsianPerspective.Tokyo:Kino-

kuniya,1967.xix+488p.

本書は, 一橋大学経済研究所の EconomicRe-

searchSeriesN0.8として,石川滋教授がアジア

諸国をデータとして,まとめあげられた低開発国経

済発展理論である｡

著者はまず本書の背景として,つぎの3点を明示
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する｡第 1に,現在の発展途上国の経済発展を規定

する初期条件は,多 くの点で現在の先進国のかつて

のそれとは異なる｡第 2に,そのため発展途上国の

経済発展は,先進国の経験にくらべて,より困難に

なっている｡第 3に,先進国の過去の経済発展の経

験やそれにもとづ く理論は,現在の発展途上国には

そのまま通用されえないことが多い｡

本書は5章からなる｡第 1章は,とくに発展の初

期条件と経済成長率を中心として,経済発展分析の

一般理論を明らかにする｡第 2章は,農業発展のた

めの基礎投資と戦略とをとりあつかう｡ これはわた

くLにとってとくに興味深い農業開発理論である｡

ここでは,アジア農業の開発視点からの特質を明ら

かにしたうえで,とくに洪水防御,漕概排水と施肥

とを重視 し,そしてプロジェク トの選択,あるいは

資本調達など,生産基盤条件と生産改善条件とにま

つわる諸問題を検討する｡第 3章では,農村部門に

おける過剰労働力問題がとりあげられ,労働の増投,

農民の行動パターン,過剰労働力の吸収など,ひじ

ょうにおもしろい問題が提示されている｡第4章で

は農業と工業との間における純資源流動関係を分析

する｡すなわち,経済発展過程においての,その流

れの方向と大きさを明らかにする｡そのひとつの示

唆として,工業化は農業部門からかなりの大きさの

資本の流入を必要とするという先進国についての従

来の理論に疑問をなげかける｡第 5章は技術進歩と

工業発展の二重構造と題 して,工業部門の発展をと

りあっかい,技術の選択は,工業種類の選択と同時

になされるべきことを強調するo最後に統計データ

の リス トがあげられる｡きわめて丹念に集められ,

著者の現実認識-の意欲のほどがうかがわれる｡

理論と現実とをふまえた低開発国経済発展にかん

する研究として,本書は世界的にみて最高水準をゆ

くものだと思われる｡著者の日ごろの研鎖と,この

輝かしい成果とにたいし,心から敬意を表さなけれ

ばならない｡

もちろん これだけの膨大な研究であり,またき

わめてチャレンジングな内容であるだけに,いろい

ろと質問させてもらいたい点を感 じる｡そのうちの

ただひとつだけをあげさせていただ くと,アジアの

発展途上国は,台湾,韓国をのぞ くと,大きくわけ

て,中国 ･東南アジア諸国 (これには質的にセイロ
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ンをいれてもよかろう)･インド (これにパキスタ

ンを加えよう)の三つになる｡ この間に,共通的な

要素も決してないわけではないが,きわめて異質的

な要素が多いのではなかろうか｡わたくLは昨秋ユ

ネスコ国際諮問委員会に出席 したとき,同じく開発

途上国といわれているサハラ以南のアフリカ諸国と

東南アジア諸国との相違のあまりにも大きいのに驚

いた｡これと同じことがこのアジアの3地域につい

てもいえはしないだろうか｡ この意味でも,経済開

発理論のむずかしさを強 く感じさせられるのである｡

(本間 武)

DawKyan.BinggaZa:-thwa:-sadan:.Ran-

goon:Myanma-Nainggan Tllamaing:-Ko

mashin,1963.86p.(rJ･- ･チ ャン編『ベ ンガ

ル訪 問記録文書』ビルマ国史委員会)

本書は,ビルマ国史委員会 の報 告 書 シ リーズ

No･2で,1830年にビルマ王国からベンガル-派遣

された外交使節団の往復旅行 日誌 (原本は員多羅)

を印刷製本 したものである｡

第一次英緬戦争直後の1826年 2月24日に締結され

た ｢ヤンダボ条約｣第6条に基づき,英国とビルマ

王国は相互に駐在官を置くこととなり,英国からは

MajorBurneyが1830年4月24日に王都アバに着

任 し,ビルマ王国側からはマ-ーシー ドゥ-を首席

代表とする84人の使節団が英国総督の居所ベンガル

へ派遣された｡

この一行の主な目的は,編者 ド- ･チャンの序文

によれば,(1)カボー峡谷地帯のビルマ王国-の返還,

(2)ヤンダボ条約第4条に規定された境界線,サルウ

ィン川の対岸にあるマルタバ ン地方の返還,(3)アラ

カンとテナセ リム地方の返還,(4)駐在官の相互派遣

を規定 したヤングボ条約第6条の撤廃,等を英国総

督に要求することであった｡

一行は1830年10月 9日にアバを出発,イラワジ川

を くだって陸路アキャブ-也,そこから船でベンガ

ルに向かった｡1832年11月23日,アグラで総督と会

見,翌33年 9月21日にアバへ帰任 した｡

本書は,その往復の旅行日誌を日付順に編纂 して

本文 (pp.25-60)とし,さらに編者の序文 (pp･ト
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